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1.は じめ に

1991年7月1日 施行 された大学設置基準、所謂、「大綱化」によって、教養教育科 目と専門

教育科 目との枠組みが解消 された。

各大学においては独 自の大学教育を構築するために、全学共通科 目の授業時間数の減少 ・選

択科 目の弾力強化 ・自由選択科目の多様化など、抜本的なカリキュラム改革を実施 した。

18才人 口の減少による 「大学の冬の時代」「大学の生 き残 り」をかけて、旧態依然たる従来

型の授業内容から、学生や社会、さらには、国際社会の要望に応 じた学習者主体のカリキュラ

ム改革を大胆に行なったのである。

本学においても、セメスター制の導入により各分野でカリキュラム改革が行なわれた。「外

国語」 も本学の教学の理念の 「3.国 際的視野に立つ開かれた大学 として、地域社会 との連帯

を深めながら、広 く人類社会の平和と発展に貢献する」にのっとり、学生が望み、社会が求め

る 「国際社会で通用する語学力」を養成す るために、ガイ ドライソを設定 したカ リキュラム改

革を行なった。

☆外国語教育のr意 義と位置づけ』=① その学修を通 じて、国際 ・異文化理解の機能を有

し、受容から自己実現に最 も効果を発揮する科 目である。② 専門教育および教養教育 と

も異なり、全学の言語教育と人間教育を外的な面から相対比的に支える科 目である。③

多文化 ・多言語の時代において、英語教育を通 じての日本語教育の機能をはたせる科 目で

ある。◎ 自己と他者を相対的に認識 させる科 目であり、その概念が話す力に通 じる。

☆外国語教育のr教 育 目的』=① 外国語で積極的にコミュニケーショソを図ろうする態度

を育てるとともに、国内外の言語や文化に対する関心 と理解を深め、国際理解の基礎を身
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につけた幅広 い人間 を育 て る。②Internet+MultimediaLanguageの 普 及 に応 じて コ

ミュニケー シ ョソがで きて 自己表現 がで きる人間 を育て る。即 ち、世界 共通言語 の英語 で

話せ る能力(Listening/Speaking)と 、 英語で 自己表 現で きる能 力(Writing/Reading)

を発揮 で きる人間 を育て る。③ 異 なる言語文化を体験 し、異 なる人間社会 を再発見 し様 々

な国際 ・国内情勢 の趨勢 を分析 して、問題 を解決 で きる人間 を育て る。◎教 育 目的 と して

は、 この3点 に集約で きる。

ここに、英語教 育の意義 と教育 目的 の さらなる明確化 のために、授業 のア ンケー ト分析(F

D)(図F参 照)に 基づ いて、教育方法 の説 明 と種々の提言 を行 な う。

H.英 語教育の教育方法と提言

[提言の理念]

ことばが絶えず生成 され、言葉の概念が次々と組み替えられていく事実 を無視 して、固定 し

た意味と表層の機能だけを道具化 して運用するだけでは、生活実態にそ ぐわな くなって きてい

る。今、外国語教育に求められているのは、流動化する国際情勢に対処できるコミュニケーショ

ソ能力の実践力である。 この実践力を発揮するためには、早急に様々な外国の生活文化を体験

して、バラソスの取れた多文化 コミュニケーショソ能力の養成が求め られているのである。

(1)科 目別 ・学年別統一力リキュラム')

科 目別 ・学年別 に集団指導体制を主眼に した統一ガイ ドライソを設定 し、その教育内容に準

拠 して各 自のシラバスを作成する。言語運用教育(補 習教育)の 設置を検討中である。

(目的):①1年 次 の学 生に対 し、受験 ・入試英語段階 でのInputEducation2)の 弊 害(基

礎学 力の低下 ・学習意欲の低下 ・言語教育 に対す る無 関心 さなど)を すみや かに

払拭 して、大学 生 と して相 応 しい基 本的 な本来 の英語教 育、す なわ ち、Output

Education(Listening/Speaking十Reading/Writing=Communicative

Ability)の 初 歩 を習得 させ る。

②2年 次以上 の学生 に対 し、学科教育の補 完、学術研究(大 学 院)の 基礎、職業

専門教 育(出 口保障)、 異文 化理解 、などの能力 の養成 の ため、統一 シ ラバ スの

徹底 によって授業 内容 の さらな る高密度化 をはか る。

それぞれの種 目科目には、英語4技 能の統合的でインタラクティブな言語活動を盛 り込んだ

内容をシラバスに含める。このような言語活動においては、「英語での コミュニケーション」

が核となり、「英語学習」はその中に取 り込まれる。 この概念については、東京国際大学の渡

辺浩行先生は次のように図式化 している3)。
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Receptive

Skills

i図AIntegratedSkillsl

SpokenLanguageSkills

WriitenLanguageSkills

Productive

Skills

1図B英 語 コ ミュニ ケ ー シ ョソ1

(2)1年 次集中力リキ ュラム

ー一年次(英 語4単 位//ド イツ語 ・フラソス語 ・中国語の内1科 目4単 位)で 必修8単 位は、

大学英語教育学会(JACET)の 提示 した 「必修12単 位」には及ばないが、上記(1)の 「大学

生としての相応 しい基本的な本来の英語教育=OutputEducationの 初歩段階」に到達 させる

には、最低限必要な単位である。

二年次生以上(上 記の外国語4科 目から1科 目選択必修)で 必修2単 位、合計10単 位 になっ

ている。英語については図C授 業科目の区分の 「英語皿の種 目区分A～E」 を参照 し、更に旦

D種 目組合せ 「ア～オ」の中から一種目を選択する。
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1図C英 語 ・授業科目区分1(aは 前期、bは 後期セメスター)

〈選/自 由:選 は英語語mの 中で、組合せ1種 目を選択する。図Dを 参照のこと。 自由は自由選択の意味

で、必/選 以外に上限8単 位まで卒業認定される〉

授業科 目の区分 履修年次単位 条 件 授業 の ガイ ドライ ソ

英 語1。,b(Comprehensive) 1 2 必修
基本的な言語運用活動を通じて、異文化を知

り、自己を表現できる視点・能力の養成

英 語H。,b(Extensive) 1 2 必修
主に、外国人教師との授業を通 じ、グロー

バルな視点を持つ人材を育成する。

英 語A。,、(Ora1) 2～4 2 選/自由
主に、外国人教師との言語活動を通じ、聞き・

話し、英語でものを考える能力の養成

B。 ,、(Current) 2～4 2 選/自由
CALL教 室を多用し、国内外の言語や文化へ

の関心を深め、国際理解の基礎を養う

C。,、(lntensive) 2～4 2 選/自由
学術研究(大学院教育)、海外の大学への留学

を視野に、英語での自己表現力を養う

D。,b(Communicative) 2～4 2 選/自由
multimedia,Internetの 時 代 、 読 み 、

書 くデ ィ ベ ー ト能 力 の 養 成

E。 ,、(Practical) 2～4 2 選/自由
CALL教 室を多用 し、STEP/TOEIC/

TOEFL等 の資格取得を目指す。

海外語学実習(集 中科 目) 1～4 2 自由
アメリカのクレアモソ ト大学 ピッツァ校

での3週 間の語学研修+事 前事後研修。
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i図D種 目組合せとその目的i

図Aで 表示 したよ うに、英語 の4技 能 を、SkillActivityを 通 じて習得 させ る。
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(3)ExchangeTeachingMethod(E.T.M)の 採 用(検 討)

この制度 は、 あ くまで草案の段階で あるが、相互補完教育 システムに相 当す る。す なわち、

同一時間帯 に、外 国人教 師の クラスが ある場合 に、30分 以 内を上 限 として 日本人教師の クラス

と交替 し、Listening→ ←Speakingの コ ミュニケシ ョソ能力 を促進 させ るシステムで ある。

この システムは、独 自に実施 した アンケー ト調査 で も学生の評価 は高 いが、常時100%実 施

とい うのは、非常勤講師 に依存 す る割 合 が高いため に不可能で ある。各学期前 に、統一 シラバ

スを作成 し学生 に配 布す る ことは勿論 で あるが、NativeSpeakerと の充分 な事前打 ち合 せ と、

学 生に関心 の高い 日常社 会の テーマ を コミュニ ケーシ ョソの主題 に置 けば、一般 的 なnatural

communicationだ け でな く、Business現 場 で役立 つ英語能 力向上 に効 果が ある。
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(4)多 様 な選択科 目群

1年 次で必修 の英語 は終了す るが、2年 次以上 には外国語科 目(英 ・独 ・仏 ・中)の 内 か ら

1科 目を選択(選 択必 修)す ることになる。

2年 次 に置 かれ る英 語mの 場合 には、多様で魅力的 な選択科 目が用 意 されてい る。英語学習

を続けたい学生 は、 自分で好 きな科 目を選 んで履修す る。 その場 合、上限8単 位 までは卒業認

定単位 になる恩典 を受け る。

自由選択科 目群 は、図Cで 表示 されてい るよ うに、6種 類 の科 目群 か らな る。それぞれの科

目ごとに、少 な くて も2ク ラス～7ク ラス程度設置 されて いる。 クラスの数 は、1年 次の後期

セ メスター時 に、外 国語予備登録調査 を行 なって決定 され る。1ク ラスの人数 は、英語IIIA・

英 語mDが25～30人 、残 りの科 目の クラスは45人 程 度で ある。

今後 の改善内容 とすれば、それぞれの科 目配当 クラスの中で、習熟度別 クラス(Elementary/

Advanced)を 設 定す る予定 である。

図Cで 、科 目のガイ ドライ ソはおお まか に説明 されてい るので、英語A,D,Eの 項 の説 明

は割愛す る。

英語mBはCurrentEnglishと 呼 ばれ る。 ここには多種多様 な クラスが用意 されてい る。 例

えば、「時事英語」 「環境 の英語」「コソピュー ターの英語」「国際政 治の英語」「経済 と ビジネ

スの英語」「高齢者福 祉の英語」「看護 の英 語」「健 康 と ビジネ スの英語」 な ど年度毎で若干 の

入れ替えはあ るが、興味深 い科 目が用 意 されてい る。

英 語mCはlntensiveReadingと 呼 ば れ る。 こ こは他 の科 目と異 な り、上 級 の コー ス

(Advanced・{)ourse)で あ る。「Graduateの 英 語」「Study-Abroadの 英 語」「原書講読の英語」

な どの科 目が用意 されてい る。 ここでは専 門教 育の 「外書講 読の英語」の実施 も可能で ある。

「海 外語学実習」 はア メ リカのカ リフォルニ ア州 ク レアモ ソ ト大学 ピッツア校 で夏季休暇 を

利用 して実施 され る。3週 間の語学研修 プ ログラムと異文化体験(ド ームステイ//ホ ー ムス

テイ)に 参加す ることで2単 位認 可す るものであ る。事前研修(7回)事 後研修(5回)と 帰

国後の研修報告/研 究 レポー ト提出 が義務 づけ られて いる。 更に この研修 の成果 をReportof

theStudyAbroadProgram(publishedbyLiberalArtsofNaraUniversity,1998,88

pages)と して完成 させる ことにな ってい る。

これには外国語専任教員(英 語)が 輪番制 で引率す る ことにな ってい るが、 この海外研修は、

教 員に とっての教員研修(FacultyDevelopment)の 機 会 にもなって いる。

(5)単 位(互 換)認 定(検 討)

地球規模の自然科学環境の流動化、社会 ・経済情勢の変化(混 沌)、 それに伴う物(人 間)

の価値観の多様化の時代を迎え、教育環境に於いても従来の物差 しで対処できないのが現状で

ある。経済圏の再編成 〈EU,NAFTA,AFTA,APEC,WTO、IMF>、 中 ・台

「二国論」、朝鮮半島問題、日系企業海外からの撤退、 ビッグ・バン、海外資本との業務提携・

資本提携(日 産/ル ノー)、世界最大銀行誕生、失業率4.9%、 介護保険制度の導入、学級崩壊
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など日本は国内外に多様な問題を抱えている。またその反面、帰国子女、日系人、在 日外国人、

海外留学生などの増加により、言語運用能力に対 しての教育的 ・法的整備の要請が社会及び企

業から高等教育機関に寄せ られている。 これに対 して、英会話講座の開講、単位 ・資格の互換

認定、公的なSTEP/TOEIC/TOEFLで の資格の単位認定などが検討されている。

更に、学内での言語運用能力資格認定試験(仮 称)な どの制度化 も検討に価 しよう。

上記の公的資格試験の資格と成績評価基準については、下記の図Eを 参照 してもらいたい。

1図E公 的資格試験資格と成績評価基準14)

評 価 評 価 点 STEP TOEIC

Excellent(秀) 90～ P1 550～

Superior(優) 80～ 2 500～

Good(良) 70～ P2 450～

Fair(可) 60～ 3 350～

(6)学 生による授業評価アンケー ト

前後期セメスター終了時に、授業評価アンケー トを実施する。選択形式と記述形式から構成

される。教員研修(FD)と 授業改善に役立つものである。

1図F学 生による授業評価アソケートIs)

このアソケー トは授業内容の改善に利用いたします。 ご協力をお願いいたします。

☆各項 目の ～ の内で、該当する番号に○印を付けて ください。

☆記述項 目には簡潔明瞭に答えて ください。

この クラスは 《 》 です。

************************************

1.私 の 学年 は 年次 です:(1)(2)(3)(4)(5)そ の他(

(5)

3.私 は 登録 のために、 この授業 の講義概要 を

(1)よ く読 んだ(2)大 体 読 んだ(3)一 応 読 んだ(4)ほ と んど読 まなか った

(5)ま っ た く読 まなかった

4.～28.(省 略)

29.セ メス ター制 におけ る語学 の授業 につ いて、 どのよ うにお考 えです か。

<>

30.上 記 の項 目以外で、述べた いことが あれば書いて くだ さい。

〈 〉

(7)教 科 研修会議(FacultyDevelopment)

2002年 か ら公立 小学校 に、英語 の学習 を、「教科活動」 と してで な く、「総 合的 な学習 の時間」
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において導入されることになった。さらに、文部省は、小学生の英会話教育を英語塾などに委

託 し、費用を補助す る制度を2000年 度5万 人を対象にモデル事業として始める予定である。文

部省は、現在、中学 と高校で指導にあったっている外国人の外国語指導助手(ALT)を 増員

して小学校に派遣 した り、海外在住の経験があって会話力のす ぐれている日本人の派遣 も検討

している。

日本の英語教育の 「読み書き」に偏 りがちであるという反省にたっての施策である。中学 ・

高校段階においても、文部省の新学習指導要領の中で、これまで以上の 「コミュニケーショソ

能力の養成」を強調 している。

その反面、「週5日 制の導入」と 「ゆとりある教育」 によって、中高生の学力は著 しく低下

している傾向が見られる。現在ほど小一中一高一大の統一学習指導要領が望まれる時代がなかっ

たのではないか、と思われる。

さらに、文部省は2000年 春から、社会で即戦力として通用する人材を養成す るために、新 し

い高等教育機関 として 「専門大学院6)」 を創設す る方針を決めた。集団討論や事例研究など

「実学」を中心に教育を進める方針である。

このような教学環境について情報交換を交わし合い、情報分析を行なう姿勢 こそが、今まで

の大学教育の現場に欠けていたものである。情報交換はコミュニケーションそのものであ り、

互いに学生の理解度の把握状況を報告 して授業の有 り様を考察することは、統一カ リキュラム

の作成に不可欠なものである。

外国語科の教員、外国語教育に限らず、教養教育そ して専門教育の分野の教員にも言えるこ

とであるが、多 くの教員がどれだけ多 くの体験を共有 しながら、共に学び、考えて、誠実に共

同作業を実行できるかを、これからの大学教育の目的に盛 り込まれるべきではないか。教育体

験を共有 しあうことで、それぞれの教育目標の中に、 コミュニケーションの概念が含まれる。

教員同志が共生のモチベーショソを心に息づかせれば、授業の現場にも共生(Communication)

の感性が息づき、外国語教育=言 語教育を初めとした大学教育の再生が在 るのではないか。

m.メ デ ィア環境と英語教育

(1)『LL』to『CALL』

『CALL』 まで の道程 とその概要=

CALLと は 、"ComputerAssistedLanguageLearning"の こ とであ る。

奈 良大学は、宝来校舎 か ら山陵校舎 に全面移転 して、社会学部 とLL教 室 等 を設置 した。 そ

の後 、文 部省の大学設置基 準(所 謂 、大綱化)に 従 って全学 のカ リキ ュラム改革 を行 い、外国

語科 目において も、本学 の教学 の理念 であ る 「豊 かな人間性」「国際 的視野 」 に沿 って 、多彩

で特 色のあ る授業科 目の体 系を確 立 した。 しか も、第一外 国語(英 語)と 第二外 国語(ド イ ツ

語 ・フラソス語 ・中国語)の 区分を廃 止 し、 よ り実効的 な教育 の実践 を 目指 して、LL教 育 と

LL教 室 の推進 を、(LL教 育 担当)武 久文代教授 の指導 の もとでは かった。
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LL教 室 と普通教室およびその他の施設を用いたLL教 育は、非常勤教員を含めた語学教員

によって、効率的に語学教育を運用できるようになった。普通教室において、可能な教育指導

はあるものの、より多様的で関心の持たせる授業をスピーディに行なうには、LL教 室でのT

R,VTR,LD,VPの 他に、LL機 器の機能を使用 しての授業パターソに勝 るものは他に

は見 られない。

LL教 室の利用実績の深化と利用頻度の割合の向上は、教育効果的に、予想以上の効果を上

げた。物理的には、使用年数の経過とともに故障割合が頻発 して起 こり得 る状況となった。保

守点検回数の増加では追い付かない状況が予想 されるようなったので、1995年(平 成7年)～

1998年(平 成10年)の 後半4年 間にわたって機器更新の申請手続きをおこなった。

[更新の申請理由7)]

① 故障箇所の増加と全体的な機器の耐用年数が限度がきている。

② 時代の趨勢 として、LL+Computerの 機能を融合 した情報言語教育の時代を迎えてい

る。Hard(機 器)もSoft(教 育情報)で も時代の変革を迎えている。

③ 使用頻度数の増加とともに、同一・授業時間に重複する場合が多 く、学生及び社会のニー

ズに沿った言語教育を保障するために、早急なるCALLの 設置を強 くお願いす る。

以上のような趣旨でもって、その当時の外国語科科 目主任く池田→蘇→小林→武久の各教授〉

とLL教 室担当の武久教授とともに申請を行なった。

月 火 水 木 金 土

1 C E E E E・E

2 E E E E・C E・C E・E

3 E・E E E・C C G・C X

4 E・E E E・C C E X

X X X X 海外語学実習 X

1図GLL教 室の利用状況1

(この状況の年度毎の変動はなく、利用頻度はほぼ100%で あ る)

※ 語句 の説 明

E=English

C=Chinese

GニGerman

XニNolecture

※ 左 記の表 に載せ

て ないが随時使用

希望の先生は要望

に沿 えない ぐらい

多数であ る。

{響挿懸 灘 勝要蛮碧雛 灘 論 翻}
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(2)LL教 室 と普通教 室の壁を越えての言語活動の効果

◇[は じめ に]

外 国語教 育、 と くにマ ルチ メデ ィア ・ラ ソゲー ジとも呼 ばれ る英語教育 に対 して ば、「異文

化 コミュニケー シ ョソ」 に耐 え うる、 グローバル な視点 を持 った人材の育成が、 ビジネス社 会

か ら求 め られてい る。 しか しなが ら、21世 紀 をま じかに控 えて、「自文化 コ ミュニ ケー シ ョソ」

その ものを身 につけて いない若者 が多 くなって いる。即 ち、 自文化 コミュニ ケーシ ョソとは、

「母 国語で今の生活文化 と伝 統文化 を語 り合い ま しょう。そ して、 日本文化 を英語で語 り合い、

説 明 しよ う」 の意味で ある。 と ころで、21世 紀 の 日本 に大 きな影響 を与え る可能性 のある もう

一 つの要 因に
、バ イ リソガ リズムがあ ります。 バイ リソガ リズムとは、単に2ヶ 国語 を上手 に

話 す とい う技 術 上 の 問題 だけ に止 ま らず 、 相 互 の文 化 の知 識 と、話 す 人 の思 考 と人 間 性

(BilingualismPersonality)に 関係 が あ ります。 この よ うに、言語運用能 力の危 機 と空洞 化

現 象の可能 性にたい して、"明 日の授業 を どう進 めてい くべ きか"と い う命題 を真正面 か らと

らえ、 日々の教科研修(FD)を 積 み重 ね、in-servicetrainingの 役 割を誠 実 に果たす ことが

我 々に課 せ られた義務 といえま しょう。

今回の調査目的は、 コミュニケーショソ能力の根幹をなす リスニソグ・ピア リソグの運用能

力を、LL教 室使用 クラス(2年 次生)とLL教 室随時使用 クラス(1年 次生)と を比較対照

して分析するものである。(こ の章の 「LL教 室 と普通教室の壁を越えての言語活動の効果」

に相当す る。)

(a)調 査 対 象(図C/図D参 照)

1997年 度 英 語1(CommunicativeEnglish)

(10月)英 語1(CommunicativeEnglish)

英 語 皿B-E(Current-Practical)

英 語 皿E-C(PracticaHntensive)

1年 次 文学部

1年 次 社会学部

2年 次～ 選択必修

2年 次～ 選択必修

Aク ラス(31人)

Bク ラス(54人)

Xク ラス(30人)

Yク ラ ス(27人)

英 語1の クラス(1年 次)は 、学科指定の クラスで ある。随時 、LL教 室 使用。

英語皿の クラスは(2年 次 以上)、 選択必修の学生 と自由選択 の学生で構成 され る。

B-E(Current--Practical)=科 目内容の性格上、常時LL教 室 を使 用す る。

E-C(Practical-lntensive)=前 期 と後期 で学生 が入れ替わ り、後期 は専 門の講読 ・大

学院 を希望す る学生 が 自由科 目で選択 した。

2ク ラス交互 にLL教 室 使用 の クラス。

(b)調 査 方法

1997年 度JACET:BasicListeningComprehensionTest

(c)調 査 項 目

※ 英文 は1回 しか流 され ない。

1)Part1(10)生 活 文化 に即 した4つ の説 明文 が英語 であ り、絵 や写 真をみて回答す る。

2)Part2(10)社 会 生活 に即 した問題文の説 明が英語 であ り、ABCDの 中 か ら選択す る。
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3)Part3(10)

4)Part4(10)

で な さ れ る 。

対話文 と質問文が英語でなされ、ABCDの 中から選択する。

短い内容のパラグラフ文が英語でなされ、それに対す る質問文が二つ英語

(d)結 果と分析(図H)

Part1 Part2 Part3 Part4 平 均

ク ラ スA 7,304 4,087 4,870 4,087 20,348

ク ラ スB 6,833 3,981 4,407 3,741 18,963

ク ラ スX 6,179 6,964 6,750 5,714 25,607

ク ラ スY 5,500 4,500 5,125 6,000 21,125

☆Part1～4は 易→難になっている。

☆ クラスX,Yに は去年教えた学生の履修割合が高い。

OPart1に ついて、興味深いデーターがでている。2年 次以上より1年 次の方が成績

が良い。

○ クラスXとYの 相違は、如実にデーターに表れている。

クラスX:(前 期)は 異文化理解 ・自文化理解にもメディア機器を使用 して国際理解に

努め、(後 期)は ビジネス社会で飛躍す るための明確な武器(資 格)取 得を

目指す学生集団。

クラスY:(前 期)は 将来の就職保障の一助 とするために、資格を目指す学生、(後期)

は演習のゼミもしくは大学院進学を志す学生集団。

(e)lLL機 器利用の頻度からの分析(図1)1

〈毎回利用する=◎ よく利用する=○ あまり利用しない=△ 利用しない=■ 〉

クラスA ク ラスB ク ラスX ク ラスY

持運 び テープ コー ダー(CD付 き) ◎ ◎ ■ ○

LLテ ー プ レ コ ー ダ ー △ △ ◎ ○

VTR(移 動付 きも含む) △ △ △ △

LD ■ △ △ △

教材展示装置 △ △ ○ ○

CC・VP △ △ △ △

アナ ライザー ■ ■ ○ ○

ペ ア ・ ワ ー ク △ △ ◎ ○

グル ープ ワー ク(4～5) ○ ○ △ ○

☆ 他にLL機 器ではないが、地球儀 ・地図 ・カレソダー ・新聞の記事(日 ・英)な どを用

いて、全般的な言語教育の幅広い理解教育を目指す。

☆ 英語の4技 能のインタラクティブな言語活動の促進のために、LL教 室だけでなく、普

通教室、廊下などを、弾力的に、有機的に利用する。
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LL教 室外で最 も効果あると思えるのは、図書館のロビー、キャソパス外の野原である。

その理由は、イソタラクティブの4技 能の練習効果時間(LL利 用)は 、多 くても、20分

である。教材として、視 ・聴 ・読のものを交互に利用す ることで効果を上げる。

☆LL教 室での利点と欠点

利点=LL機 器を最大限利用できてHearing・Listening効 果をあげることが可能であ

る。

欠点二LL教 室内での言語活動(Speaking・Writing)と 、肉声を用いてのペアワーク

のようなグループ活動には適 さない。声が伝わ りにくいのである。

VI今 後の課題

課題としては数多 くあるものの、具体例を数例あげると次のようになる。

☆ 指導 目標 ・指導 レベルの明確化:「 何を、どの レベルまで養成すべきか」

☆ 分析的な観点の設定:「 音声の認識力」「語彙力」「内容理解力」「プレゼソテーショソ

カ」「コミュニケーショソ能力」「関心 ・意欲 ・態度」=【 観点別評価方法】

☆ 分析的な教材の設定:「 レベルの設定」「教授内容の多様化」「実用性」「効率的」

☆ 言語能力の指導は、絶えず不足する指導時間との戦いである。音声言語の運用活動面は

極めて複雑多様的なものである。

☆ 指導効果 と学習効果をあげるには、4年 間を念頭に置いたカリキュラム作成が必要でる。

上級生になればなるほど、履修学生が少なくなる、または、履修 したいが選択できないカ

リキュラムの見直 しが全学的に急務である。

「いつでも、どこでも、学生 ・社会人のニーズに応 じられる」システムづ くりが、今い

ちばん必要なことではないかと思われる。

☆ 学生側に申せば、 「入学後、2年 間で、外国語と"お さらば"す る風潮を捨てて、役に

立つ語学力習得には、なが～ く続ける心構えを持 ってほ しい」ことを強 く望みたい。

IV.お わ りに

国際社 会で通用す る コミュニケー シ ョソ能力の向上のため に、マ ルチメデ ィア機器等 を使 用

して修 得 を志す場 合 に、その教育 は、ただ単 に、『技術』 の修 得の域 に止 ま るもので はない。

マル チメデ ィア機 器そ の ものは 『道 具』で あ り、その利 用 は、『技術』 その もので あるが、国

際社 会で役 立つ外国語 の運用 能力の修得 には、図Aに て 明 らかなよ うに、 さま ざまな能 力が必

要で ある。`Howareyou?'`1'mveryfine.'が 、「役 に立 つ言語表現」 その ものとは必ず

しも言え ない。

多文化理解 ・自文化理解 の人間的配慮 の心 を身 につけて後 に、"戦 えて"自 己表現 で きるプ

レゼソテーシ ョソ能 力の養成が重要で ある。

メディアや ネ ッ トワー クの時代 は、技術 の取得 の領域 を通 りこして、いわゆ る、人工 言語=

プ レゼ ンテー シ ョン英語その ものを駆使 で きる"Reading/Writing"能 力 養成が必要であ る。
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外国語教 育は、他の教育科 目とは異 な り、【Relativepointofview】(相 対 的観点)が 重 要

な科 目で ある。

日本 人 の 性格 上 、"somethingsimilar"な 事 柄 に は意 見 は 出 やす い が、"something

different"な 事柄 には 口をつ ぐみ、大勢 の流れ に従 う場合 が多 い。 これでは、国際社会 で、多

民族 ・多文化の人 々と太 刀打 ち して、個人の意見 を"役 に立 つ英語"で 言 えないので ある。

この よ うな観点 についての具体例 を申 し上げ、今回の発表 と提言 の締 めに した い。

大学英語教育学会(JACET)の 「中 ・韓 ・日3ヵ 国の大学生 の英語学 力 と英語学習 の実

態 」 とい う公式 データーサ ンプルは、 日本人に とって まことにシ ョッキ ソグな データで ある。

TOEFL(TestofEnglishasaForeignLanguage)を 用 いての3ヵ 国の比較 デー タ

であ る8)。

1図J国 籍別のテス トの成績i

能力 別部 門 国 籍 平 均 点 標 準 偏 差 最 高 点

英 語 聴 解 力

(0～219点)

中 国 105.8 42.6 211.5

韓 国 89.2 40.1 211.5

日 本 73.9 28.0 188.8

英 語 文 法 力

(0～189)

中 国 152.1 27.7 189.0

韓 国 117.6 40.0 189.0

日 本 99.8 37.6 189.0

英 語 語 彙 力

(0～136)

中 国 87.1 27.7 136.0

韓 国 91.2 25.8 136.0

日 本 69.2 23.6 136.0

英 語 読 解 力

(0～136)

中 国 87.4 31.1 136.0

韓 国 76.9 31.7 136.0

日 本 49.0 23.7 136.0

総 合 点

(0～680)

中 国 432.3 108.7 657.3

韓 国 375.5 118.0 672.4

日 本 291.8 86.5 589.4

全 サ ン プ ル 1781人 335.5 118.5 672.4

☆ このデーターは、九州 ・沖縄支部プロジェクトチーム作成のものであり、データーも同

地区のものである。

☆ 上記のデーターによって、わが国が、本学が、ひいては、大学教育そのものが、どれ程、

危機的な状況にあるのかをご理解いただけると思 う。

高等教育機関である大学教育はたえず門戸を開 き、新 しく貴重な情報に耳を傾ける姿勢

が何よりも必要である。
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更に、知的財産権である大学教育のさらなる充実を図るには、外国語教育のインタラク

ティブ能力養成が先決である。世界化の中で、情報収拾の手段は、言語能力である。

☆ これまで、文部省は教育の重点と学部教育に置いていたが、序々に 「大学院重点化」に

踏み切 っている。

その結果、学部教育の再見直 しのケースが頻発 している。この結果、大学教育そのもの

の空洞化現象(学 部教育 ・教養教育 ・外国語教育)が 急務の問題である。

大学全体が、上記のデーターの情報を真摯に受けとめ、それぞれの部所で今後の教育像

を論 じ、改革案を構築せねばならない。その前提になるのが、相互の自己評価 自己点検で

あ り、且つ、その情報公開である。

本稿を作成するにあたって、「平成9年 度奈良大学研究助成」の補助を受けました。心 より

感謝申し上げます。

注

1)提 言の章立てを構成するにあたり、立教大学の外国語教育改革案構想が私の考えに沿っていたので、参

考にさせていただいた。深謝致します。

鳥飼玖美子:「 全学に支えられた外国語教育改革一立教大学の場合」大学教育学会誌、第21巻 第1号 、

1999年5月 。pp.37～40

2)InputEducation(受 信教育)とOutputEducation(発 信教育)は 私の造語である。教育環境には受

信と発信の状況はある程度存在するものの、あ くまで 「知」(イ デア)の ピソポソゲーム状況が存在す

る前提のうえでなければならない。受験環境にはその状況が皆無に等 しいのである。

図K外 国語科目学習指導体系(山 田私案)

高m(入 試)1年 次

(8単 位)

灘 τ 鍵縫鰹吻
Education]→[OutputEducation]→

2年 次

(2単 位)

〈真の外国語教育の周知期間〉

〈自己選択への猶予期間〉

・・入試英語からの劣等感を払拭 し出

口保障(就 職)(留 学)に 向けて共通

言語としての英語コミュニケーショ

ン能力を養成する。

初習外国語の実用重視の学習を通

じて国際感覚を養成する。

3年 次 4年 次

選択必修外国語

(B群 英語皿 ・応用外国語1)

自由選択外国語(上 限8単 位以内)→

(C群 英語m・ 応用外国語H)

〈使 える外国語教育の徹底〉

〈コミュニケーション能力の養成〉

スピーチ ・ディベー ト・Eメ ール

〈演習形態の徹底=少 人数教育〉

スキルの徹底〉

〈CALL教 室の利用〉

一◎異文化理解の体験 海外語学学習の活用 一〇自文化理解の研修
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3)渡 辺浩行:「CALLシ ステムを用いた統合的でイソタラクティブな言語活動」語学ラボラ トリー学会

(LLA)第39回 全 国研究大会 ・発表要項、pp.30-31,1999年8月

4)本 学の現成績評価基準には、 「秀」のラソクはない。今後は目的基準を設定し、安易な進級 ・卒業の抑

制 ・補習教育 ・少人数教育とともに、厳格な成績評価の実施して、学部教育機能の充実を検討 してもら

いたい。

5)本 稿の基本的な検討内容は、この 「学生による授業評価アンケー ト」の実施結果によるものである。

6)朝 日新聞(1999年8月24日)の 「育てプロ、専門大学院で」を参照する。

他に、 「大学院拡充で新たな危機一国立大学改革と一般教育」(1998年6月8日)「 しょうが くせいの

英語塾、国が半額負担」(1999年8月30日)、 「大学入試の多様化促進、中教審小委方針、試験科 目増認

める」(1999年9月7日)な ど多数。

7)「 情報化社会の中で求められる大学の外国語教育と視聴覚教室の在 り方 一CALL教 育機器の申請理

由」外国語科主任(平 成7～10:池 田一蘇一小林一武久の各教授)、LL教 育担当(武 久教授/山 田助

教授)

8)JACET九 州 ・沖縄支部プロジェクトチーム1997:「 このままでよいか大学英語教育一中 ・韓 ・日3ヵ

国の大学生の英語力と英語学習実態」、p.43、 松柏社
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